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1．研究背景および研究目的 

筆者らは，PCaPC 床版の橋軸方向接合部（以下，間詰

め部）において，工期短縮を目的に新しい継手構造（以

下、本構造）を考案した．本構造の特徴として，ループ

鉄筋で形成される円状の内部に鋳鉄金物（図‐1）を設

置することで，荷重作用時に鋳鉄金物がループ鉄筋同

士を引き離さないよう抵抗し，鉄筋軸力を直接伝達さ

せる．また，標準的な間詰め部 1)と比較して，必要継手

長の減少による間詰め幅の縮小および，ループ鉄筋内

側のひび割れ防止筋を省略可能な構造としている． 

本研究では，本構造が直鉄筋と同等の性能を有して

いることを確認するため，はり型供試体で 4 点曲げ試

験を実施し，曲げ性能の検証を行った． 

 

2．4点曲げ試験 

試験体の配筋図を図‐2，載荷条件を図‐3 に示す．

ケース N は標準試験体として継手のない直鉄筋（複鉄

筋）とし、ケース V は間詰め部に鋳鉄金物を有する試

験体としている．鉄筋の仕様は主鉄筋および配力筋と

もに SD345 としており，主鉄筋は D13 を 125mm ピッ

チ，配力筋は D19 を 125mm ピッチで配筋し,かぶりは

40mm とした．また，鋳鉄金物は鋳鉄（FCD600），鋼材

（SS400）および普通ボルトで構成されている．試験体

の組立は PCa 部をそれぞれ製作後，間詰め部に鋳鉄金

物を設置し，早強コンクリートを打設した．間詰め部に

用いた早強コンクリートおよび鉄筋の材料試験結果を

表‐1に示す．4点曲げ試験は上面載荷スパンが500mm，

支間 2800mm とした．載荷フレーム上端に設置した 

300kN の油圧ジャッキを用い，載荷治具を介して試験

体に荷重を与えた．載荷は，図‐4に示す載荷ステップ

で行い，最終的にコンクリートの圧壊により荷重低下

が生じるまで漸増載荷を行った．測定項目は載荷荷重，

支間中央鉛直変位，コンクリート側面および底面のひ

び割れ状況とした． 

図‐1 鋳鉄金物の概要 

（a）ケース N（直鉄筋） 

 

（b）ケース V（本構造） 

図‐4 試験体の載荷ステップ 

図‐2 試験体の配筋図（単位:mm） 

図‐3 載荷条件（単位:mm） 
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3．実験結果および考察 

3.1荷重‐鉛直変位関係 

ケース N およびケース V の荷重‐鉛直変位関係を図

‐5 に示す．ケース V の初期降伏荷重および終局荷重

はケース N とほぼ同等だった．また，曲げ破壊に至る

までの間に局部破損や内部鉄筋の座屈が生じず，終局

状態は圧縮側コンクリートの圧壊であったことを確認

した．これらの結果より，ケース V は RC 構造の継手

として十分な曲げ剛性および曲げ耐力を有しているこ

とを確認した． 

3.2 ひび割れ状態図 

図‐6 にケース N およびケース V のひび割れ状態図

を示す．ケース N では設計荷重段階から等曲げ区間に

おいてひび割れが生じ，載荷ステップの進行に伴って

ひび割れが支間中央から端部へ広がっており，RC 床版

の標準的なひび割れ挙動を示していた． 

一方，ケース V は終局時におけるひび割れ性状は

ケース N と同じような性状を示していたが，等曲げ区

間において設計荷重段階ではひび割れは生じておらず，

等曲げ区間から少し離れたところからひび割れが生じ

た．また，初期降伏荷重および終局荷重時に等曲げ区間

のひび割れが一気に進展した．これらは鋳鉄金物の影

響によるものと考えられるが，3.1に示す結果より，鋳

物金物が試験体の曲げ剛性および曲げ耐力に与える影

響は無かったと考えられる． 

3.3 ケース Vの荷重伝達メカニズム 

3.1 の結果より，ケース V はケース N と同等の曲げ

性能を有していることが明らかとなった．これは，図‐

7に示すように，鉄筋軸力が鋳鉄金物を介して伝達され

た結果と推察される． 

 

4.まとめ 

4点曲げ試験を実施した結果，本構造は，直鉄筋を有

する RC構造と同等以上の曲げ性能を有していることを

確認した． 
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表‐1 材料試験結果（単位：N/mm2） 

 

 

図‐5 荷重‐鉛直変位関係  

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
（a）ケース N（直鉄筋） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（b）ケース V（本構造） 
図‐6 ひび割れ状態図 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図‐7 新構造の荷重伝達メカニズム  
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